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水道施設緊急対応及びポンプ・水質計器保守点検業務委託仕様書 

 

第１章  総則 

 

（適用） 

第１条 本仕様書は、秩父広域市町村圏組合（以下「発注者」という。）が管

理する取水施設、浄水施設、配水施設等（以下「浄水場等」という。）の機

能を十分に発揮し、施設の適切な運転を図るため、緊急対応及びポンプ・水

質計器保守点検業務委託に係る仕様を定めることを目的とする。受注者は、

業務内容を把握して、遺漏のないように履行すること。 

 

（業務の履行） 

第２条 受注者は、浄水場等の機能が充分発揮できるよう、本業務委託仕様書

のほか、契約書及びその他関係書類等に基づき、誠実かつ安全に、業務を履

行しなければならない。 

 

（委託期間） 

第３条 本業務の委託期間は、契約締結日から令和１０年３月３１日までとす

る。 

 

（関係法令の遵守） 

第４条 受注者は、業務の実施にあたり水道法（昭和 32 年法律第 177 号）・

建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45 年法律第 20 号）・

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）・労働基準

法（昭和 22 年法律第 49 号）・労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）・

労働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第 50 号）・騒音規制法（昭和 43 年

法律第 98 号）・電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）・消防法（昭和 23

年法律第 186 号）・水質汚濁防止法（昭和 45 年法律第 138 号）・個人情報

の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）等の関係法令並びに発注者の

条例・規則等を厳守するよう努めなければならない。 

  なお、随時改正される法令については、これを適用する。 

２ 従業員に対するこれらの法規厳守の指導は、受注者の負担と責任において

行うものとする。なお、法律に規定された教育、指導に限らず、職員の規律

の確保には、徹底を図ること。 

 

（迷惑行為の防止） 

第５条 受注者は、雇用者に対する教育の徹底を図り、風紀のびん乱防止に留意

し、服務規律の確立に努めなければならない。なお、発注者に対して、迷惑を
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及ぼす行為が発生したときは、直ちに発注者へ報告し、指示を仰ぐものとす

る。 

 

（資格者の配置） 

第６条 受注者は、業務の遂行にあたり、業務に必要な資格を有する者又は業務にあ

たり特別教育等を受けた者であって、実務経験を有する者を配置し、適正な業務を

行わなければならない。 

  

（安全衛生教育等） 

第７条 受注者は、業務の遂行にあたり、関係法令上必要な安全教育等を実施

しなければならない。また、これに限らず、事故防止の万全を期するため、

従業員の保安教育及び作業環境の整備並びに衛生管理に努めなければならな

い。 

２ 業務に当たっては、保護具を着用させ安全の確保をすること。 

３ 作業前打ち合わせ等を実施し、危険防止対策、労働災害及び事故防止に努

めなければならない。 

 

（緊急時の措置） 

第８条 受注者は、災害防止等のため必要があると判断されるとき、若しくは、

作業の実施に際し事故が発生したとき、又は発生する恐れがあるとき、及び

これらにより施設に支障が生じることが懸念される事態等になった場合は、

直ちに発注者へその状況を連絡し、指示を受けなければならない。 

２ 受注者は、緊急時の連絡体制を整備し、即時に適切な対応をとらなければ

ならない。 

 

（業務における損害賠償責任） 

第９条 受注者は、業務の履行上、故意又は過失により、発注者及び浄水場等、

並びに第３者へ損害を与えた場合は、受注者の責めにより、その損害を直ち

に賠償しなければならない。ただし、秩父広域市町村圏組合業務委託契約約

款（以下「委託約款」という。）第１２条ただし書きの適用を受ける場合は、

「委託約款」に準ずるものとする。 

２ 受注者は、業務の履行に伴って生じた作業員の災害等については、受注者

が、すべての責めを負うものとする。 

 

（災害の防止） 

第１０条 受注者は、浄水場等における公有財産等の盗難、災害の発生等、不

測の事態も未然に防止できるよう、安全作業の徹底に努めなければならない。 
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（機密の保持） 

第１１条 受注者は、発注者に関すること及び契約の履行上知り得た事項につ

いては、機密保持義務として、他に漏らしてはならない。 

 

（業務計画） 

第１２条 受注者は、業務の履行にあたり、事前に発注者と協議の上、綿密な

施行計画を作成し、浄水課、工務課及び各地区の水道局事務所と調整を行っ

た上で、業務を実施するものとする。 

２ 受注者は、豪雨、台風、地震、落雷、渇水等の天災及び浄水場等に支障が

生じた場合に備え、緊急連絡体制を整えること。 

 

（事故報告書） 

第１３条 受注者は、事故が発生した場合は、事故の発生状況等を直ち

に監督員及び関係する事務所に連絡することとし、事故状況及び連絡

事項については、報告書に記録し提出すること。 

 

（提出書類等） 

第１４条 受注者は、委託約款及び本仕様書に基づき、以下の書類を事前又は

その都度提出しなければならないものとする。 

 

 １）業務委託着手通知書・・・・・・・・・・・・１部（様式指定） 

２）管理技術者等通知書（経歴書を添付すること）１部（様式指定） 

 ３）作業員通知書・・・・・・・・・・・・・・・１部（様式任意） 

 ４）各種資格証明通知書（複写可）・・・・・・・１部（様式任意） 

 ５）業務工程表・・・・・・・・・・・・・・・・１部（様式任意） 

 ６）誓約書・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部（委託共通様式） 

 ７）業務履行計画書・・・・・・・・・・・・・・１部（様式任意） 

８）業務打合せ記録簿・・・・・・・・・・・・・１部（様式指定） 

９）業務委託完了通知書・・・・・・・・・・・・１部（様式指定） 

10）月間業務報告書・・・・・・・・・・・・・・１部（様式任意） 

11）緊急対応報告・・・・・・・・・・・・・・・１部（様式任意） 

12）その他発注者が指示するもの・・・・・・・・その都度 

 13）保菌検査結果（6 か月ごと） ・・・・・・・・1 部（履行前提出） 

     

 

（完成図書、器具等の貸与） 

第１５条 受注者が業務遂行上必要とする完成図書、特殊工具等は、発注者が

貸与する。 

２ 貸与品について使用により毀損等があった場合には、受注者の負担で復旧

しなければならない。 
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（事務室等の自主管理） 

第１６条 受注者は、浄水場の施設の一部を事務室等として使用する場合に

は、受注者の許可を受けるとともに、受注者の責任において維持管理を行われ

なければならない。 

２ 事務室は無償で貸与するが、使用期間中に受注者の責任で汚損等が

あった場合は、受注者の負担で復旧すること。 

３ 事務室等の使用に係る光熱水費は無償とするが、その使用にあたっ

ては節約に努めなければならない。 

 

（服務規律） 

第１７条 受注者は、従事者に安全かつ清潔な統一した服装をさせ、受注者

が発行する身分証明書を携帯させるとともに、作業時には、作業内容

に適した服装で行うものとする。 

 

 

第２章 業務範囲と業務内容 

 

（業務範囲） 

第１８条 業務の主な内容は次のとおりとし、詳細は特記仕様書に記載する。 

１）緊急対応業務 

   浄水場等において、施設の警報が発生した場合に直ちに現場の確認を行

うこと。 

２）保守点検業務 

① ポンプ保守点検 

② 水質計器保守点検 

 

（業務実施日数と時間帯） 

第１９条 本業務形態は次のとおりとする。 

１）緊急対応業務 土曜日、日曜日、祝祭日、年末年始（１２月２９日から 

１月３日まで）及び平日夜間（午後５時１５分から翌日午前８時３０分ま

で）発注者からの連絡により対応する。 

２）保守点検業務 原則平日８時３０分から午後５時１５分まで 

  

（業務の引継・報告） 

第２０条 業務従事者は、業務終了時の施設状況を把握し、速やかに発注者へ

報告するものとする。 

２ 受注者への引継において、必要があると認められる場合には、現場

での補足説明を行うなど、業務が円滑に実施されるよう万全を期さな

ければならない。 
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第３章 業務書類等 

 

（業務書類等） 

第２１条 受注者は、業務の履行にあたり、次の書類を定められた期間内

に提出しなければならない。 

２ 前月末までに提出する書類 

１) 月間業務計画書 

３ 翌月の１０日までに提出する書類 

１) 月間業務報告書 

２) その他当該月間業務完了に必要なもの 

４  各年度当初の４月５日までに提出する書類 

１) 年間業務計画書 

２)  従事者名簿 

５  各年度末３月３１日までに提出する書類 

１) 年間業務報告書 

２)  その他当該年度業務完了に必要なもの 

６ その他発注者が要求するもの 

７ 提出書類については発注者・受注者の協議の上に作成・運用する。 

 

（業務検査） 

第２２条 受注者は、特記仕様書に定める方法により、発注者の年間業務完了

検査を受けなければならない。 

 

第４章 その他 

 

（経費の負担） 

第２３条 受注者が業務履行上で負担する経費は、受注者自らが業務履行上で

直接的に必要な事務費及び運転監視・巡回点検費とし、特記仕様書に定める

ものとする。 

 

（責任） 

第２４条 契約期間中に生じた受注者による管理上の不備、誤操作等による水

質の異常、機器等の破損、故障等は、受注者の負担において速やかに補修、

改善又は取替え若しくは補償等により解決することとする。ただし、テロ及

び天災事変他、不可効力による場合は、この限りではない。 

 

（リスクマネジメント） 

第２５条 受注者は、業務履行にあたり、リスクの分散を図るため損害賠償保

険に加入するものとし、これを証する保険証券等の写しを業務履行計画書に

添付するものとする。なお、保証金額の限度額が１０億円以上の賠償保険に
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加入することを原則とする。 

 

（協議事項） 

第２６条 本業務委託仕様書に疑義が生じた場合、又は本業務委託仕様書に定

めのない事項が生じた場合は、両者協議の上定めるものとする。 

 

（雑則） 

第２７条 本業務委託仕様書に明記されていない事項であっても、浄水処理を

正常に継続する上で当然必要な業務等は、良識ある判断に基づいて行わなけ

ればならない。 

２ 受注者は、業務委託に関わる資料の提出を発注者が要求した場合は、速や

かに応じなければならない。 
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水道施設緊急対応及びポンプ・水質計器保守点検業務委託特記仕様書 

 

 

（目的） 

第１条 この業務委託特記仕様書は、業務委託仕様書について、特に必要な事

項を定めることにより、業務の円滑な遂行を図ることを目的とする。 

 

（業務委託の対象施設及び設備） 

第２条 業務委託の対象施設は、次のとおりとする。 

   １）緊急対応施設 

     別紙－１ 

   ２）ポンプ保守点検 

     別紙－２ 

   ３）水質計器保守点検 

     別紙－３ 

 

（有資格者及び実務経験） 

第３条 業務履行上必要な有資格者は、次のものをいう。 

１）業務統括責任者 

① 水道浄水施設管理技士３級を有し、１０,０００㎥／日以上の水

道施設運転管理業務を２年以上経験していること。 

② 酸欠・硫化水素危険作業特別教育修了者 

２）従事者 

① 業務統括責任者を含む従事者の１／２以上が、水道施設又は、

下水道施設（現有処理能力１０，０００m3／日以上）、し尿処理施

設（現有施設能力４０KL／日以上）の運転管理業務の実務経験 1

年以上を有すること。 

② 酸欠・硫化水素危険作業特別教育修了者（全員） 

   ３）実務の証明 

      ① 特記仕様書第３条１）①、２）①の実務経験の証明は落札候補

者となった時点で提出すること。実務経験の証明は、業務委託先

の証明を得たものとする。 

２ 前項の有資格者に記載なき資格であっても、業務履行上において必要 

な資格者については、受注者の責任において確保及び受講すること。 

 

（業務履行計画書の要領） 

第４条 業務委託仕様書第１４条の「業務履行計画書」の作成要領は、次のと

おりとする。 

１）業務履行計画書は、日本産業規格Ａ版により作成し、原則としてＡ 

４、Ａ３とする。 
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２）業務履行計画書を構成する作成要領は、次のとおりとする。 

①「業務概要に関すること」は、水道施設の重要性に鑑み、その目

的を達成するための委託業務における管理の基本方針及びその

概要について、委託業務に対する考え方が把握できるよう記載

すること。 

②「業務組織に関すること」は、保守及び緊急対応を遂行する上で

必要な組織体制について、業務組織、業務分担・緊急体制・そ

の他の組織・体制が明確に把握できるよう記載すること。 

③「安全衛生教育、保全、保安管理に関すること」は、事故、災害

等を未然に防止し、安全に委託業務を遂行するための安全衛生

管理にかかわる基準、安全衛生に関する組織体制等について具

体的に記載すること。 

④「各種報告書様式」は、契約書、業務委託仕様書及び特記仕様書

等で報告義務を課せられている報告書及び発注者が要求する報

告書ほか、業務上必要と思われるものについて様式を作成する

こと。 

 

（業務計画書等） 

第５条 月間業務計画書及び業務完了報告書に記載する内容等は、次のとおり

とする。 

１） 月間業務計画書は、業務履行計画書で計画した保守点検業務につい

て、より具体的に記載する。 

２）月間業務報告書及び年間業務完了報告書は次のものとする。 

① 月間業務報告書 

・月間業務報告書 

・緊急対応報告 

② 年間業務完了報告書 

・年間業務完了届 

・年間業務完了報告書 

・その他業務検査必要書類 

 

（業務完了検査） 

第６条 業務完了検査は、次の方法により行うものとする。 

１）年間業務完了検査 

① 検査は、業務履行計画書に基づき受注者が提出した年間業務完了報

告書の内容について照合・確認を行う。 

② 年間業務完了報告書の検査内容のうち、発注者が特に認めた事項に

ついては、検査を省略することができる。 

 

 



9 

 

（経費の負担） 

第７条 受注者の経費の負担は以下のとおりとする。 

１）受注者が負担すべき経費は、次のとおりとする。ただし、発注者が使 

用を認めた場合は、この限りではない。また、その他については、発

注者・受注者双方の協議により決定する。 

① ポンプ保守点検に係るグランドパッキン、オイル、グリス 

② 水質計器保守点検に係る１年毎交換推奨部品 

③ パソコン・プリンター等の事務備品 

④ 各種用紙・筆記用具・ファイル等の事務用品 

⑤ 各種作業服・各種靴・各種手袋・ヘルメット・安全マスク・保護

眼鏡等の安全保護具 

⑥ 作業用工具、測定機器、懐中電灯等の一般工具 

⑦ 巡回点検用車両及びその維持に係る費用 

⑧ 各種保険の加入に係る経費 

⑨ 鍵を紛失した場合の鍵または本体を含む交換費用等 

➉ 電話・ファックスの設置工事費及び維持費 

ただし、緊急時他やむを得ない場合は、電話、ファックス等は。  

発注者所有の機器を利用できるものとする。 

 

（業務形態） 

第８条 各日の業務形態と実施頻度は次のとおりとする。 

    １）緊急対応業務 

      緊急対応及びポンプ・水質計器保守点検業務委託仕様書第 19 条に

該当する時間帯に警報及び異常が発生した場合は、直ちに現場に向

かい状況を確認し、復旧作業を行うこと。 

また、復旧が出来ない場合は、担当水道局員に連絡し判断を仰ぐも

のとする。 

    ２）ポンプ保守点検（年 1 回） 

    ① ポンプの保守点検（振動、絶縁、電流値等の記録） 

    ② 小修繕（グランドパッキン交換、軸受けオイル補充） 

    ③ 修繕計画の提案 

    ④ 報告書の作成 

   ３）水質計器保守点検(年 2 回) 

    ① 小修繕（別紙－3 記載の消耗品の交換） 

    ② 校正業務（内部液交換、ゼロ・スパン校正） 

    ③ 修繕計画の提案 

    ④ 報告書の作成 
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（業務内容） 

第９条 保守点検業務の内容については、次のとおりとする。 

１）ポンプ保守点検について主に次の内容とし、別紙 4-1、4-2、4-3 に 

基づき実施すること。 

    ① 陸上ポンプ（別紙 4-1） 

     運転動作確認、電流・電圧測定、圧力計及び真空計確認、絶縁抵抗 

測定、グランドパッキン交換・調整及び軸受のオイル・グリース交換 

及び補充、直結芯出し確認マグネットスイッチ接点確認、その他各部 

目視、聴音点検等必要な項目等 

    ② 水中ポンプ（別紙 4-2） 

     運転動作確認、電流・電圧測定、圧力計及び真空計確認、絶縁抵抗 

測定、マグネットスイッチ接点確認、その他各部目視、聴音点検等 

必要な項目等 

    ③ ユニットポンプ(別紙 4-3) 

     運転動作確認、電流・電圧測定、圧力計及び真空計確認、絶縁抵 

抗測定、その他各部目視、聴音点検等必要な項目等 

２）水質計器保守点検について主に次の内容とし、別紙 5-1、5-2、5-3 に 

基づき実施すること。 

    ① 残留塩素計（別紙 5-1） 

     伝送出力試験、受信計ループ試験、試料水流量の調整及び確認、試 

薬流量の調整及び確認（有試薬残塩に限る)、ゼロ校正、スパン校正、

測定指示確認等 

    ② 濁度計（別紙 5-2） 

     伝送出力試験、受信計ループ試験、水平の確認（測定槽の液流れ具 

合）、試料水流量の調整及び確認、水道水流量の調整及び確認（ゼロ

校正付きに限る)、ゼロ校正、スパン校正、測定指示確認等 

③ ＰＨ計（別紙 5-3） 

伝送出力試験、受信計ループ試験、加圧型ホルダの加圧、加圧型ホ 

ルダのリーク試験、温度補償抵抗値確認、洗浄器動作確認、保守中 

伝送出力、標準液校正等 

 

※メーカー毎に機器が異なり点検内容も異なるため 

 詳しい点検内容はメーカー取扱説明書等を参照。 

※交換部品は各メーカーにて 1 年毎交換推奨部品のみ交換すること。 

 

（災害時等の対応） 

第１０条 受注者は災害時等により、発注者の応援要請があった場合には、直

ちにこれに応えなければならない。ただし、費用負担は別途協議する。 
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（災害時の対応支援） 

第１１条 受注者は、災害等が発生した場合、次のとおりとする。 

１）本業務従事者以外の人員による支援として、別所浄水場及び橋立浄  

水場に約 1 時間以内に集合できる拠点を有すること。 

２）受注者は、本業務従事者以外に支援可能な人員を確保し、必要な教

育を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 















































緊急対応業務 対応フロー図

【緊急時等の対応（イメージ）】
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